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研究成果の概要：汚染物質削減政策の決定における投資の不可逆性の影響をリアル・オプシ

ョンのゲームモデルを用いて検証した結果，投資の不可逆性は最適な政策実施を遅らせる効果
をもち，この効果は不確実性の度合いが増すにつれて大きくなることが示された．さらに各国
が他国の削減にただ乗りをしようとするインセンティブが働き，非協力解での政策実施のタイ
ミングは協力解に比べてさらに遅くなった．結論として，現在大きな議論の対象になっている
気候変動など不確実性の大きな問題については，政府は社会の変革をともなうような不可逆性
の強い政策の実施には慎重になるべきであることと，効率的な削減を行うためにはただ乗りを
防止する政策が重要であることが明らかになった． 
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（金額単位：円）

                                直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 700,000 210,000 910,000 

2008年度 800,000 240,000 1040,000 

年度    

年度    

  年度    

総 計 1500,000 450.000 1950,000 
                       
 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 
キーワード：地球環境問題，不確実性下の意思決定，不可逆性，環境保全投資，リアル・オプ

ション，ゲーム理論 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 不確実性と不可逆性 
環境問題に対する規制政策を困難にする

要因の 1つとして不確実性があげられる．被
害の規模が不確実であることにより，最適な
汚染削減の規模が現時点ではわからない．経
済活動と汚染排出の関係，汚染蓄積のプロセ

スなども不確実である．このような状況の下，
環境政策に関する動学的な費用便益分析に
おいて政策実施のタイミング，つまり汚染物
質削減をどの時期にすべきかが近年議論の
対象となっている．米国が 2001 年に京都議
定書からの離脱を表明した理由の 1 つにも，
地球温暖化の被害が不確実であることが掲
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げられている． 
不確実性下での意思決定に重要な役割を

果たすのが不可逆性である．ある意思決定が
将来利用可能な意思決定の選択の幅を著し
く減少させる場合，それは不可逆的であると
いわれる．不可逆性は不確実な状況での意思
決定において重要な役割を果たす．環境問題
においてしばしば議論される不可逆性には，
主に汚染物質排出に関する不可逆性，環境保
全のための投資に関する不可逆性という 2種
類がある． 
 
(2) 2種類の不可逆性 
排出の不可逆性は，排出される汚染物質を

回収することができないことを意味する．自
然の浄化作用によってある程度の割合は吸
収されるであろうが，その能力には限りがあ
る．ストック性（蓄積性）汚染物質を自然能
力以上に大気中から削減することは莫大な
費用をともない，政策のオプションとして現
実的ではない．したがって 1回大気中に排出
された汚染排出という行為を取り消すこと
はできない．この要素を考慮すると，手遅れ
にならないうちに対策をとるべきであると
いう予防原則にもとづいて現在の積極的な
汚染削減が支持されることになる． 
投資の不可逆性は，汚染削減投資に用いら

れる資源は他の用途では利用できないこと
を意味する．工場の設備を省エネルギー型の
ものに更新したり，発電所に脱硫装置を取り
付けたりという投資は不可逆的であり，削減
投資費用のかなりの部分がサンク・コストと
なる．この要素を考慮すると，無駄な投資を
避けるために現在は汚染物質を過剰に削減
せずに科学的知見が蓄積して被害に関する
情報が明らかになってから然るべき対策を
とるという政策が望ましいといえる． 

 
(3) 先行研究 

Kolstad (1996) (Journal of Public Economics
に掲載) は一般的な 2期間汚染管理モデルを
記述し，第 1期と第 2期の間に学習が起こる
ことを仮定したときに，蓄積と投資の不可逆
性が現在の汚染削減の決定に対して逆方向
の作用を及ぼすことを論じた．さらに Kolstad 
は同年に発表された別の論文  (Journal of 
Environmental Economics and Managementに掲
載) では 3 期学習モデルのシミュレーション
によって，投資の不可逆性のほうが排出の不
可逆性よりも大きな影響を与えることを示
し，急いで恒久的な環境対策をとることの危
険性を強調した． 

Pindyck (2000, 2002)  (それぞれ Resource 
and Energy Economics, Journal of Economic 
Dynamics and Control) による先行研究では環
境被害，汚染物質蓄積過程が不確実性をもつ
ときに，不可逆性をともなう環境保全投資が

行われる状況がリアル・オプションによる最
適停止モデルとして記述され，関数の形を特
定化した計算がなされている． 
リアル・オプションとは，金融工学で使わ
れるオプション価格づけ理論を金融以外に
応用したもので，将来の利益が不確実である
ような投資の価値を求める手法である． 

Pindyck はさまざまな仮定のもとで幅広く
最適な政策を分析し，投資の不可逆性が最適
な削減のタイミングを遅らせることを示し
た．排出の不可逆性が最適な削減のタイミン
グを早めることも示されるが，Pindyck (2000, 
2002) の分析は投資の不可逆性に焦点を当て
ており，排出の不可逆性についてはあまりふ
れられていない．Pindyck (2000) は被害，蓄
積過程の不確実性を別々に扱っているが，
Pindyck (2002) では，それら両方を同時に考
慮したモデルが構築されている． 
 
 
２．研究の目的 
  本研究では，各国をプレイヤーとしたリア
ル・オプションのゲームモデルを構築して戦
略的要素が各国の不可逆的な環境保全投資
決定に与える影響を分析することを目的と
する．不確実性と環境政策に関する先行研究
のほとんどは時間的要素を考慮しない静学
的な分析である．また上述の Pindyckのモデ
ルには動学的要素が含まれているが，モデル
における意思決定主体の数は 1であり（つま
り世界全体を 1 つの主体とみなしている），
現実の世界を記述するモデルとしては不十
分であるといわざるを得ない． 
本研究では以上の背景を踏まえて，研究代
表者の予備的研究を拡張し，他の関数形の場
合，不確実なパラメーターについての情報が
国ごとに異なる非対称情報の場合などを分
析することによってより一般的な結論を得
ることを目指すとともに，ゲーム理論的リア
ル・オプションの理解につとめ，より良い方
法論や新たな解の概念を模索する．さらに本
研究のモデルをさまざまな環境政策の意思
決定支援ツールとして用い，地球環境問題な
ど大きな不確実性・不可逆性をもつ問題に対
する有効な政策提言をすることを最終的な
目標とする． 
 
 
３．研究の方法 
(1) 平成 19年度 
 研究代表者が過去に行った研究を統一的枠
組でとらえ直すことを目的として，研究課題
を整理する．環境問題関連の図書を購入し，
さまざまな環境政策について実情の分析と
把握につとめる．国内外の論文，著書を検索
して類似研究の進行状況をサーベイする．本
研究のテーマは世界的には大きな注目を集



 

 

めており，新しい論文が次々と発表されてい
る状況であることから，しっかりとしたサー
ベイを行うことが重要である． 
 
(2) 平成 20年度 
ゲーム理論やリアル・オプションに関する

最先端の文献を読み，新しい分析手法を検討
する．それらを参考に，新しい方法論を提
案・吟味し，自分の過去の研究も含めた既存
の環境投資モデルを発展・拡張する作業を行
う．それらと並行して現状を正確に理解する
ために，環境保全投資に関する最新の詳細な
データを収集する． 
研究成果は環境経済・政策学会や日本経済

学会，九州大学内や周辺での研究会，ワーク
ショップで発表し，他の研究者の意見，批評
を仰ぐ．また国際的に評価の高い学術雑誌に
研究成果を投稿する．研究成果についてはで
きる限り九州大学のホームページ上で公開
し，広範囲の研究者の利用に供する． 
研究代表者が担当している大学院博士課

程や修士課程の講義でも本研究課題を題材
の 1つとし，自分の教育活動とも関連付ける
ことも考える． 
 
 
４．研究成果 
(1) 平成 19年度の成果 
〔図書〕②は環境経済学および資源経済学

の標準的な内容を網羅した大学上級レベル
のテキストであり，研究代表者が執筆を担当
した第 14章「地球温暖化問題」においては，
環境経済学の立場から地球温暖化（気候変
動）のメカニズムや社会に与える影響に始ま
り，温暖化問題の経済学的性質，温暖化防止
に向けての国際的取組および経済的手段，温
暖化対策の経済的影響を評価するためのモ
デルおよびシミュレーション結果の考察な
どさまざまなトピックスについての包括的
な解説を行っているが，地球温暖化問題の経
済学的性質を説明する節において温暖化対
策における不確実性，不可逆性の役割を正し
く評価することが今後重要になるであろう
ことを強調した． 
その他，平成 19 年度には文献の精査，方

法論の吟味につとめ，モデル構築の準備を行
った． 
 
(2) 平成 20年度の成果 
日本オペレーションズ・リサーチ学会

九州支部での発表〔学会発表②〕においては，
Pindyck (2000) , Wirl (2007) (Resource and 
Energy Economics) などの先行研究を拡張し
て，一般化した枠組で不確実性，不可逆性の
有無によって分類される 4通りの場合につい
て最適なタイミングを比較した．モデルにお
いては環境汚染の被害パラメーターが不確

実性をもち，投資は完全に不可逆的で汚染削
減のための投資費用がサンク・コストになる
という仮定をおいている． 
最適な決定は，不確実な被害パラメーター
がある値（臨界値）を超えたときに排出量を
0 にするというものである．不確実性が存在
しない場合，投資が可逆的であっても不可逆
的であっても臨界値は同じであった．しかし
不確実性が存在する場合には，不可逆性の影
響があり，投資が不可逆的であるときの臨界
値が大きいという結果を得た．つまり投資の
不可逆性は臨界値を上昇させる効果をもつ
が，この影響は不確実性に依存する．現在大
きな議論の対象になっている気候変動など
不確実性の大きな問題については，政府は社
会の変革をともなうような不可逆性の強い
政策の実施には慎重になるべきであるとい
う示唆が得られる． 
南京大学での国際シンポジウム  (Sixth 

International Symposium on Multinational 
Business Management) における発表〔学会
発表①〕では汚染物質削減政策の決定におけ
る投資の不可逆性の役割をリアル・オプショ
ンのゲームモデルの枠組みで検証した．これ
は前掲のPindyck (2000)をはじめ，Ohyama and 
Tsujimura (2006) (Environmental and Resource 
Economics), Wirl (2008) (Journal of Public 
Economic Theory) などを拡張したものになっ
ている．被害は汚染物質蓄積量の線形関数で
あり，削減投資にかかる費用は削減量の線形
関数であることを仮定した．削減費用が異な
る 2つの国が削減投資決定を行うゲームモデ
ルを記述し，非協力解（Nash 均衡），Pareto
効率的な協力解を求めた． 
各国の最適な決定は，世界全体を 1つの意
思決定主体としたモデルのときと同様に，不
確実な被害パラメーターが臨界値を超えた
ときに排出量を 0 にするというものである．
投資の不可逆性は臨界値を上昇させる効果
をもち，この効果は不確実性の度合いが増す
につれて大きくなる．さらに非協力解と協力
解の間には乖離がみられ，非協力解での臨界
値が高くなった．これは，各国が他国の削減
にただ乗りをしようとするインセンティブ
が働くからである． 
以上の分析により，不可逆性が存在すると
きには，不確実性の度合いが増すにつれて社
会が不可逆的な投資を行うことに慎重にな
るべきであること，効率的な削減を行うため
にはただ乗りを防止する政策が重要である
ことが明らかになった．論文においては簡単
な数値例を用いて，非協力解と協力解の乖離
と各国の厚生の比較を図示した． 
〔図書〕①は南京大学シンポジウムのプロ
シーディング（予稿集）であり，研究代表者
がシンポジウムで報告した論文が掲載され
ている．したがってその内容は〔学会発表〕



 

 

①と重複しているので，本成果報告書では割
愛する． 
平成 20 年度に得られた研究成果を国際学

術雑誌に投稿中であるが，現在のところ査読
が終わっておらず，結果を待っている状況で
ある． 
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